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１ 予算規模等 

  平成２４年度の予算規模は、一般会計４７０億７４５万２千円、特別会計３４２億５，２７７

万２千円、企業会計３６億１，６９１万８千円となり、総額では８４８億７，７１４万２千円と

なっています。 

 

 ［全会計の予算規模］                       （単位：千円、％） 

  H２４当初予算 H２３当初予算 増 減 額 増減率 

一般会計 47,007,452 44,514,720 2,492,732 5.6 

特別会計 34,252,772 33,096,267 1,156,505 3.5 

企業会計 3,616,918 3,376,325 240,593 7.1 

全会計総計 84,877,142 80,987,312 3,889,830 4.8 

 

２ 一般会計当初予算の概要 

Ⅰ 予算規模 

当初予算計上額  ４７０億  ７４５万２千円（対前年度比 ５．６％増） 

当初財政計画額  ４７５億６，９５４万９千円（対前年度比 ５．７％増） 

 

平成２４年度当初予算額は、４７０億７４５万２千円で前年度と比べて 

５．６％の増となっています。（当初予算計上率 ９８．８％） 
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２ 一般会計当初予算の概要 
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Ⅱ 歳入 

市 税    １７６億８５３万９千円（対前年度比１．６％減） 

個人市民税は、個人所得の低迷が続いているものの、年少扶養親族に係る扶養控除の廃止等

により、５．１％の増を見込んでいます。しかしながら、法人市民税については、円高や受注

の減少等により、前年度当初予算との比較では２．４％の減を見込んでいます。また、固定資

産税は、土地分については地価の下落傾向が続いており、家屋分についても評価替え影響での

減が見込まれることから、固定資産税全体で５．５％の減を見込んでいます。これらの結果、

市税全体では平成２３年度と比べて２億９，５３４万９千円、１．６％の減となっています。 

 

［市税収入見込額］                          （単位：千円、％） 

  H2４当初予算 H２３当初予算 増減額 増減率 

市民税 6,918,735 6,686,386 232,349 3.5  

 
個人 5,473,882 5,206,353 267,529 5.1  

法人 1,444,853 1,480,033 △35,180 △2.4  

固定資産税 8,663,482 9,163,934 △500,452 △5.5 

都市計画税 989,055 1,046,050 △56,995 △5.4 

その他 1,037,267 1,007,518 29,749 3.0  

合  計 17,608,539 17,903,888 △295,349 △1.6 

 

※Ｈ１４～Ｈ２２は決算額、Ｈ２３、Ｈ２４は当初予算額 
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２ 一般会計当初予算の概要 
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地方交付税     ５６億４，７００万円  （対前年度比５．０％増） 

基準財政収入額は増加が見込まれるが、臨時財政対策債が減少する見込みであり、全体とし

ては、対前年度比で５．０％増の５６億４，７００万円を見込んでいます。 

 

 
 

※Ｈ１４～Ｈ２２は決算額、Ｈ２３、Ｈ２４は当初予算額 

 

    平成２４年度、交付税（普通・特別）と臨時財政対策債を合わせた実質的な交付税額は、

７６億５，０００万円を見込み、平成２３年度比では３億７００万円の減少、三位一体の改

革前の平成１５年度との比較では約１８億円の減額となっています。 

 

  ＊全国の交付税額全体のうち、９４％は普通交付税として、６％は特別交付税として配分され

ます（平成 2４年度）。交付税の大部分を占める普通交付税の交付額は、各地方公共団体に

おける標準的な需要額と標準的な収入額との差額になります。 

 

（普通交付税額）＝（標準的な需要額）－（標準的な収入額）―（臨時財政対策債） 
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２ 一般会計当初予算の概要 
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市   債     ４８億９，５６０万円  （対前年度比１８．５％増） 

   総合文化施設建設事業等の旧合併特例事業債や駅周辺整備事業等の社会資本整備事業債の増

加によって、前年度と比べて７億６，３４０万円、１８．５％の増加となる４８億９，５６０

万円を計上しています。歳入全体に占める割合は１０．４％（Ｈ２３年度は９．３％）となっ

ています。 

   また、平成２４年度末の市債残高見込は４９４億８，６０８万６千円（対前年度現在高見込

比１．０％減）となる見込みです。 

 

   ＊臨時財政対策債の発行可能額の算定方法の改定 

     地方公共団体が使途を限定されずに自由に使える一般財源である地方交付税は、その原

資となる国税収入の落ち込みなどによる丌足分の一部について、平成１３年度から臨時財

政対策債の発行によって賄うこととされました（国が地方交付税交付金を地方に交付する

代わりに、地方公共団体に地方債の発行を認める）。この臨時財政対策債の発行可能額は、

これまで、人口を基礎とした算定が行われていましたが、昨年の改定で、この人口基礎方

式に加えて、財政力に応じて交付税を減額し、その減じた額を臨時財政対策債の財源丌足

額基礎方式として上乗せするもので、本市の場合、人口基礎方式分６億７，４００万円、

財源丌足額基礎方式１３億２，９００万円程度と試算しています。 

 

※Ｈ１４～Ｈ２２は決算額、Ｈ２３、Ｈ２４は当初予算額 
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Ⅲ 歳出 

人件費    ７８億６，９５４万７千円（対前年度比０．６％減） 

    前年当初対比では、５，１０９万２千円、０．６％減となっています。 

 

扶助費    ９９億７，４４８万１千円（対前年度比０．１％減） 

   前年当初対比では、２4２万３千円、０．１％減となっています。 

     

公債費    ５７億４，５１９万１千円（対前年度比０．８％減） 

   前年当初対比では、４，７０５万８千円、０．８％の減となっています。 

 

  ※義務的経費比率（人件費・扶助費・公債費総額の予算総額に占める割合）は５０．２％（H

２３は５３．２％）となっています。 

 

  普通建設事業    ８１億７，６０７万３千円（対前年度比４８．９％増） 

総合文化施設建設事業、駅周辺整備事業及び公立保育所建設事業等の増加により、前年当初

対比では、２６億８，６３０万円2千円、４８．９％の増となっています。 

 

  繰出金    ４９億９，３４７万３千円（対前年度比４．１％増） 

   前年当初対比では、１億９，５５４万円、４．１％増となっています。 

                                                                             

(単位：千円、%)

予算額 構成比 予算額 構成比 金額 率

7,869,547 16.7 7,920,639 17.8 △51,092 △0.6

9,974,481 21.2 9,976,904 22.4 △2,423 0.0

5,745,191 12.2 5,792,249 13.0 △47,058 △0.8

8,176,073 17.4 5,489,771 12.3 2,686,302 48.9

補助 5,359,743 11.4 2,753,909 6.2 2,605,834 94.6

単独 2,816,330 6.0 2,735,862 6.1 80,468 2.9

4,993,473 10.6 4,797,933 10.8 195,540 4.1

6,281,831 13.4 6,593,199 14.8 △311,368 △4.7

3,966,856 8.5 3,944,025 8.9 22,831 0.6

47,007,452 100.0 44,514,720 100.0 2,492,732 5.6
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